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2023年10月29日

日本の等身大の姿を見つめる③

～忖度メディアに未来はあるか？～
講演：「ジャーナリズムの危機と展望」
講師：ジャーナリスト・斎藤　貴男 

１、日常生活を侵襲する臨戦態勢

　青森県むつ市に建設中の大型弾薬庫をめぐって／全国14の空港と19の港湾が軍事化へ／安保３文書はど

うなったのか／「国力としての防衛力を総合的に考える有識者会議」における山口寿一・読売新聞社社長の

発言から／黙殺された共同通信の大スクープ～沖縄の線上か計画とＡＩによる世論誘導の企み

２、亡国の国家運営が批判されない奇観

　所信表明演説で強調された大減税／“打ち出の小槌としての消費税”を論じないマスメディア／インボイ

ス制度とフリーランス保護の大矛盾／“マイナンバー”の本質はなぜ語られぬ／原発回帰その他

３、ジャーナリズムとは何なのかを考える

　大前提は「権力のチェック機能としての存在意義」／そうではないとする発想も／放送法の問題／記者ク

ラブ問題／報道の自由度ランキング世界第68位（前年は71位）でＧ７中最低

４、貧すれば鈍する

　相次ぐ総合雑誌・週刊誌の休刊／インターネットに抜かれたマスコミ４媒体の広告費／存立基盤そのもの

が失われつつある／ネイティブ・アド／軽減税率が適用されるに至った経緯／東京五輪のオフィシャル・パ

ートナー契約は報道機関であることを放棄したことを意味するのではないか／再販価格維持政策／押し紙／

クロスオーナーシップ／日刊新聞法

５、「紙からネットへ」がもたらす近未来の “民主主義”像とは

　玉石混交／タコ壺化／跋扈するフェイクニュース／ピンク・スライムが溢れる米ジャーナリズム界／国家

による直接支援も始まったヨーロッパ／新聞デジタル化への期待も／担い手の問題

６、展望を開くために

　「権威主義 vs 民主主義」を疑うことから始める？／では「普遍的価値観」とは？／明治150年・東京五

輪・大阪万博・リニア中央新幹線開業・札幌冬季五輪の愚／性別変更をめぐる最高裁決定を報じるマスメデ

ィアへの違和感／“リベラル”であれば何でもよいのか／単純すぎる「リベラル系 vs 保守派」の図式を壊

したい／『月刊 HANADA』編集長との対談企画／本を読もう！　長い文章を書こう！

当日資料
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（司会）

　定刻になりまし
たので、始めてい
きたいと思います。
改めまして、皆さ
ん、こんにちは。
私は、高知県自治
研究センターで常
務理事を仰せつか
っています石川と
いいます。本日の

進行を務めたいと思いますので、よろしくお願いい
たします。
　今日は昼間あったかくて絶好の行楽日和でもある
んですが、本日のセミナーにおいでいただきまして
本当にありがとうございます。
　今日のテーマは、この間「日本の等身大の姿を見
つめる」ということで連続のセミナーを開催してい
る、その第３回ということで、「忖度メディアに未
来はあるか？」という少し刺激的なタイトルを付け
させてもらいました。
　１回目は、さまざまな統計指標に基づいて日本の
国際比較をして、それこそ等身大の日本が今、国際
的にどれぐらいの位置なのか、それを兪炳匡（ユウ
　ヘイキョウ）先生にお話をいただきました。そし
て２回目は、人材育成という視点から日本の高等教
育を考えるということで、元３.11の原発事故の国
会事故調の委員長も務められました黒川清さんにお
話をいただきました。
　今日は３回目として「忖度メディアに未来はある
か？」ということで、私どもの問題意識としては、
さまざまな事柄や起こっている事象がちゃんとその
まま事実として報道されているのかどうか。そして
できれば深掘りをして、我々国民がそれを受け止め

て考えるようなそういったものとして提供されてい
るのか。
　またネットメディアに押されて、これまでの紙媒
体、テレビもですけども、そういったものが非常に
厳しくなっている中で、メディア自体の今後の展望
はどういったところにあるのか等々について問題意
識として持っておりました。
　そういったことでどなたにお話をいただこうかと
思ってたところ、今年の春頃だったと思いますが、

『「マスゴミ」って言うな！』という本を出版されま
した斎藤貴男さんに、今日はマスコミにいる当事者
としての意見や現場の状況も含めてお話をいただき
たいと思って、お願いをしたところです。大変お忙
しいところ今日は高知まで来ていただきまして、本
当にありがとうございます。
　お手元にレジュメもお配りしてますので、「マス
ゴミ」と言うなと、呼ぶなということで、厳しい中
にも愛情を持った視点でお話をいただけると思って
おる次第であります。
　それでは早速、斎藤さんよろしくお願いいたしま
す。

はじめに

　皆さん、こんにちは。斎藤貴男といいます。簡単
に自己紹介しますと、私、今フリーでいわゆるフリ
ージャーナリストというやつなんですが、1958年東
京生まれで、学校出た後、最初『日本工業新聞』と
いう、もうなくなっちゃったんですけども、産経新
聞系の産業専門紙に入りました。そんな誰も知らな
い新聞、最初から好きで行ったわけではなくて、本
当は朝日とか毎日とかへ行きたかったんですけど、
どこも入れてくれなかったもんですから、たまたま
受かった産経の中でそこに配属されたという、こう

セミナー：日本の等身大の姿を見つめる③
～ 忖度メディアに未来はあるか？～

講演：「ジャーナリズムの危機と展望」
講師：ジャーナリスト　斎藤　貴男
日時：2023年10月29日㈰
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いう経歴です。
　そこで鉄鋼業界担当記者というのを３年ばかりや
りまして、その後、『週刊文春』の記者だとか、『プ
レジデント』というビジネス雑誌の編集者などをや
って、31歳のときに完全に独立して大体35年ぐらい
ずっとフリーでやっております。なので産業専門紙
とはいえ一応新聞ですから新聞と週刊誌と月刊誌と、
活字媒体は一通りやったという、こういう経歴です。
　もともと私が学校を出てマスコミに入る頃という
のは、マスコミ、ジャーナリズムの仕事というのは
えらく格好いいものだというふうに認識されていた
んですよね。なので、当時の私の志望理由としては、
自分ができそうな仕事の中で一番女の子にもてそう
な仕事は何かと考えたら、マスコミじゃないかとい
うふうに思ったという非常に甚だ不純な動機だった
んですけれども、そんなに高い志もなく始めました。
　ただ、やってるといろんなことがあって感じるこ
とも多く、ここ20年ぐらいは、いわゆる格差社会だ
とか監視社会だとかそんな取材をするようになって、
そのうちにその格差というと人権の問題になってき
たり、人権の問題を広げていくと今度戦争と平和と
いう話になってきたり、日本でとりあえず戦争がな
くて済んでるのはなぜかと言ったら憲法があるから
だとか、まぁそんな観点から憲法の問題にもテーマ
が広がっていったり、そんなことでここ20年ぐらい
はずっと仕事をしております。
　今日呼んでいただいたきっかけになったその『「マ
スゴミ」って言うな！』という本は、もともと全国
商工新聞というこれ中小・零細・自営業のための新
聞なんですが、そこで何年かにわたってそのメディ
ア時評というか、今マスコミはこんなことが起きて
るよ、こういう記事が出たけどこれはこういう意味
があるんだよというような、そんなテーマで連載を
していたものをまとめたんですけれども、ちょうど
その本が出た後で、最近９月、10月ぐらいに書いた
もので、えらく評判が良かったのが一つあったんで、
本には入ってないんですけれども、その話からちょ
っとしたいと思います。
　日頃のその連載では、政治的な話だとか経済の話
だとかを中心にマスコミを論じてるんですけれども、
その評判が良かったっていうのは熱中症について書
きました。というのは、私自身がこの夏ものすごい

熱中症に悩まされたんです。６月に最初にちょっと
ふらっと来て、それから９月いっぱいぐらいまでほ
とんど毎日のようにめまい、ふらつきに悩まされて、
まったく仕事にならなかった。
　私、今65歳なんでそういうことがあってもおかし
くはないんですけれども、全然何をどうしていいか
分からなかったんです。というのは、マスコミの熱
中症の報道いっぱいありますけれども、それを見て
も今日はどこそこで何人熱中症で倒れて何人が緊急
搬送されて、そのうち何人亡くなったと。今地球温
暖化だからこれからますます厳しくなる、と。
　それはそのとおりなんですけれども、とりあえず
私が知りたいのは、今まで熱中症というのが話題に
なって報道されたとき、要するに生きるか死ぬかみ
たいな話ばかりですから、こんなに続くと思ってな
かったんです。要は具合悪くなって倒れても回復し
たらもうあとは普通になるんだくらいに思ってたと
ころが、全然回復しない。ずっと毎日繰り返してる
んだけどこれってほんとに熱中症なのって、もしか
して脳みそがどこかいかれてるんじゃないかとか思
ったりして。病院に行くんですけれども、とにかく
水をたくさん飲んでくださいとしか言われない。
　それで困り果てていたところ、熱中症って繰り返
すのかなというのを一生懸命ネット検索してたら、
どうも繰り返すらしいということが少し分かった。
じゃあどうすればいいかというところでたくさん見
ている中に１つだけ、人間の体というのは筋肉の中
に水分を蓄えるので、要するに筋肉がなくなってく
ると熱中症になりやすいんだという記述がちらっと
あったんです。
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　私、一昨年に結構な大病をしまして、それから全
然運動らしい運動をしなくなってしまったので、筋
肉がもうげっそりと削げていたわけです。あっこれ
かなと思って、でも私、基本的にネットの情報って
あんまり信用していないもんですから、それをじゃ
あそんなに大事な話であれば新聞がきちんと書いて
くれているはずだろうと思って、新聞のデータベー
スで検索してみました。
　今年の新聞、大手では日本経済新聞を除くすべて
が網羅されるデータベースなんですけれども、それ
を見たら、筋肉、水分、蓄えるという字の蓄という
字ですね、この３つで掛け合わせて調べたら、なん
とこの夏全部調べても日経以外のすべての新聞を見
ても２件しかヒットしなかった。
　じゃあその２件はどういう記事かというと、いず
れも朝日新聞だったんですが、じゃあ朝日は立派か
というとそういうことでもなくて、１つは、今年福
島県かどこかでとにかく40度を超えた日があったん
です。その記事の中で、熱中症で倒れた人がたくさ
んいますという記事の最後にどこかの大学の医学部
の先生が、水分は筋肉に蓄えられるので筋トレをし
ましょうみたいな、ちっちゃなコメントが付いてい
た。これだけです。
　もう一つは、きくち体操というアンチエイジング
の体操の先生をやっている、もう90歳になる女性の
談話が載っている記事があって、そこでも同じよう
なことが書かれていた。
　これってものすごい大事なことじゃないかと。こ
れだけみんな熱中症に悩んで、何より自分が悩んで
いたわけですけれども、だったら、これ普通新聞記
者だったら、例えば自分だったら、この誰が書いた
か知らないけどそういうコメントを見たら、じゃあ
ここだけすくい上げてもっと専門家にきちんと話を
聞いて、過去どういうふうにそのことが指摘されて
きたのか。そして年々確かに地球温暖化で暑さがひ
どくなっているんだけど、こういうふうにすれば何
とかなりますよという記事１本書けるじゃないかと
私は思った。だけど、そんな記事１本もないんです
よね。
　なので、私は来年になったら、今年はもう夏が終
わっていますから、来年の５月ぐらいになったら、
そのことで詳しく取材をしてどこか雑誌に１本大き

な記事を書いて、それはそれで商売にさせてもらお
うと思っていますけれども。なので、この夏が終わ
って少し体が動くようになってからは毎日のように
筋肉トレーニングに励んでいます。今日多少年配の
方もいらっしゃるようですけれども、そういった方
は、来年春ぐらいになったらぜひ筋トレを始めて熱
中症に備えていただければなと思います。
　これは最近の話なんですけれども、こういう実用
というか健康だとかそういう体の身の回りの話題で
も、何か今のマスコミって肝心なところを忘れちゃ
っているんじゃないかなというふうに私は考えてい
るんですが、今日これからお話ししたいのは、もう
ちょっと若干政治だとか経済だとかそういう話にな
っていきます。

静かに潜行する軍事力強化－①
安保３文書改定に見る自衛隊基地内

大型弾薬庫建設計画

　最近、私が非常に衝撃を受けたニュースの中にこ
ういうのがありました。このレジュメの一番最初に
書いてある「青森県むつ市に建設中の大型弾薬庫を
めぐって」という話ですけども、青森県の下北半島
の内側にむつ市という町があります。ここに大湊と
いう地域がありまして、そこは明治時代から海軍の
基地があったんです。今だと海上自衛隊の大きな基
地があります。そこ陸上自衛隊もあるんですけれど
も、メインは海上自衛隊。そこに今大型の弾薬庫が
つくられています。
　弾薬庫なんて、自衛隊の基地があればどこだって
あるだろうとついつい思ってしまうんですが、これ
の何が問題かというと、スタンド・オフ・ミサイル
といういわゆる敵基地攻撃能力を持ったミサイルを
収容できるという意味での大型弾薬庫なんです。
　この敵基地攻撃能力って、去年の暮れぐらいに大
分話題になりました。それはいわゆる安保３文書と
いうやつで示されたものなんですが、要するに北朝
鮮だとか中国が日本に対して何かミサイルを攻撃し
てくるらしいという動きをキャッチしたら、実際に
それが発射される前にこちらから先手を打って攻撃
してそのミサイル基地をつぶしてしまえという考え
方。ですから、まさに先制攻撃といってもいいと思
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うんですけれども、これを政府は反撃能力という表
現をしています。その安保３文書では反撃能力を保
有するんだという言い方をして、この敵基地攻撃能
力を正当化している。
　実際に、じゃあ中国なり北朝鮮が日本に対してミ
サイルを撃つ動きをしたというのを誰が判断するか。
日本にはそれを判断する能力がありませんので、ア
メリカからの情報を得て判断して、じゃあこっち
から先手を打とうというふうになるんですけれど
も、そこのところが、日本が攻撃されるかもしれな
い、だからこちらから先手を打つということである
にも関わらず、日本独自の判断基準というのは全く
ない。ただアメリカに言われたからやっていいかど
うかという話になっているんですが、そういうスタ
ンド・オフ・ミサイルというのをこのむつ市の海上
自衛隊の駐屯地に置くと、建設中だという話が一部
報道で私は知りました。
　その地元でどういうことになっているのかという
のを調べていったら、当然反対運動があるんですね。
何で反対かっていったら、そんなものをつくったら、
もともと自衛隊の基地があるわけですから攻撃対象
にもされやすいわけです。それがさらにひどいこと
になるんじゃないか。ミサイルがそこにあれば、そ
れだけでも火災だとか爆発だとかという危険も高ま
るんじゃないかとか、いろんな反対理由があるわけ
です。
　ただ何よりもその中でちょっとショックだったの
は、そのすぐそばに高校があるんです。青森県立大

湊高校というのがあります。もう一つ、むつリハビ
リテーション病院というのがありまして、これは終
末期医療の病院なんです。これは公設の病院です。
ところが、じゃあその学校や病院があるんだから余
計危ないじゃないかと、そこら辺もっと配慮してく
れよというふうに地元の人は反対運動をしているわ
けですけれども、どうもそれだけじゃ済まないので
す。
　その反対運動をしている人に改めて聞いてみると、
実はこの病院と学校についてはあまり問題にならな
くなる可能性があると。どういうことかと言うと、
実はその高校のほうは、ここ１、２年の間にほかの
県立高校と統合されて、そこの町からはなくなるこ
とになっている。病院のほうもいずれ廃院になる見
込みだということになっている。
　高校のほうは、いわゆる県立高校再編というどこ
の県でもやっているようなことの一環としてそうい
うふうになっているし、病院のほうもなにせ過疎地
ですからお医者さん自体がいない。お医者さんがも
う80歳になっていたりするので、もうとても患者さ
んを診てられる状況じゃないということが理由だと
いうんですけれども、しかし、それは本当なのかと
いうことなんです。
　つまり、もともとその安保３文書以前からそこに
はそういう大型の格納庫、ミサイルが収容できる大
型の格納庫を建設する予定があったから、それに合
わせて学校や病院をつぶすということではないのか
ということで、その地元の方は非常に憤っておられ
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ました。
　そんなことがあるんです。だけど、これ実は全然
どこでも報道されていません。大型格納庫を建設中
だということは、もちろん地元の青森県の東奥日報
だとかディリー東北というような新聞には載ってい
るんですが、ほかの地域、高知ではもちろんですし
東京でもそういう報道はほとんどありません。
　これは何も青森だけ、むつ市だけの話じゃないん
です。ここはもともと自衛隊の基地ですから、自衛
隊の基地の中に弾薬庫ができるということは、自衛
隊の基地の外の人にとっては危険だから怖いけれど
も、なかなか文句を言えるような話でもないわけで
す。しかし、こういう弾薬庫が今ほかにも大分県の
陸上自衛隊の駐屯地でも建設されている。
　そしてこれも一部報道によると、来年度には北海
道、宮崎県、鹿児島県、沖縄県でも同様のことが起
こると。それはいくら自衛隊の基地内だとはいえ、
その近所には学校とか病院とがあるので、ますます
その住民の危険は高まっていく。というような状況
があるんだけれども一般の人は全く知らされていな
い、ということに非常に不満を感じました。でも、
いずれにしても、これはあくまでも自衛隊の基地内
の話です。

静かに潜行する軍事力強化－②
安保３文書改定に見る民間飛行場

・港湾拡張計画

　ところが、そうではないところ、むしろ何でもな
い普通の飛行場、空港だとか港がいつの間にか軍事
化されているという、されつつあるという動きもあ
ります。これは今年の夏に読売新聞が、９月になっ
たら今度は日本経済新聞などが報道したので私も知
ったんですけれど、報道機関が何もしてないわけじ
ゃない。
　ちゃんとそれなりのことはやっているんだけど、
それが大きな話題になっていかないというところを
問題にしているんですが、何が起こってるかという
と、全国で14の空港、19の港を、これはあくまでも
今は普通の民間の飛行機が離発着してるところとか、
普通の民間の船が接岸するところなんです。ここが
有事の際に自衛隊や米軍が利用できるように拡張す

る工事を始めると、そのために政府は各地方自治体
と協議をしているんだという記事でした。
　この高知の龍馬空港もその中の１つに入っていた
と思いますけれども、ですから普段はもちろん普通
の民間の飛行機しか離発着しないんですが、何かあ
ったら自衛隊や米軍がいつでもやってくると。そこ
ら辺が、以前だったら１つの空港でそういうことが
あればそれだけで社会問題になっていたことが、今
はそれが当たり前のように始まってしまっていて、
それ以上の話題にもなってないということなんです。
　この話は主に西日本というか、南のほう、この四
国や九州に多いんです。何でかって言ったら、相手
が中国だからなんです。中国との戦争を想定して行
われていることだということです。でも、こういう
ことがほとんど報道されていない。さっきの弾薬庫
の話もそうですけれども、今の話も基本的には去年
の暮れに改定された、いわゆる安保３文書というや
つにはっきりと書かれている内容です。
　これはこの３文書、安全保障戦略とか防衛装備計
画なんていう３つの文書、安全保障とか、要するに
防衛、軍事、戦争の準備のための政府の方針を示し
た３つの文書がまとめて改定された。
　その改定内容が、従来の日本のあり方とは根本的
に異なるものだったので大きな話題になったんです
けれども、そこで注目されたのは、１つは軍事費、
防衛費と言ってもいいですけれども、これが今まで
は GDP（国内総生産）の１％前後というのをめど
にしていたんです。
　ちなみに去年の日本の防衛費は約６兆円、これは
世界で第９位の金額でした。もちろん一番その軍事
にお金を使っているのはアメリカですね。このアメ
リカが世界最大の軍事大国であることは言うまでも
ありませんが、その次が中国、ロシア、インド、そ
れからイギリスとかドイツとかフランスとかがあっ
て、サウジアラビアがあって日本が９位だったんで
す。
　これを2027年度、今後５年間の間に GDP の１％
だったものを２％に引き上げる。つまり倍にする
ということです。倍といっても細かく試算をする
と、６兆円だったものが約11兆円になるんだそうで
す。こうなるとその順位はどうなるかというと、今
９位なのが一気に３位になっちゃうんです。アメリ
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カ、中国の次の軍事大国に日本がなると。ロシアは
もちろんのこと、イギリス、フランスのような核保
有国よりも日本のほうが軍事費が多くなる。平和憲
法だとか９条だとか平和国家なんて言ってますけれ
ど何のことはなくて、アメリカ、中国の次に軍事に
金をかける国になるという、こういうことが１つ話
題になりました。
　もう一つは、さっきの敵基地攻撃能力です。反撃
能力と言ってますから、一応自衛のためだという建
前ではあるんですが、実際にはその相手のミサイル
の射程よりも遠いところから攻撃できるのを、しか
も相手がまだ実際に撃ってこないうちから撃つらし
いと、撃つとみられると判断した時点で撃ってしま
うと。これは先制攻撃と言ってもいいんじゃないか
とかいろんな言い方がありますが、いずれにしても
これはいわゆる専守防衛と言ってきた、日本の戦後
のあり方とは根底から違う考え方に基づくものだと。
　ですから、世界第３位の軍事大国になり、かつこ
ちらからの先制攻撃も可能なミサイルまで持つこと
になる。これがその安保３文書の１つの大きな要点
なんです。

静かに潜行する軍事力強化－③
安保３文書改定に見る ODA・AI の活用

　ほかにもいろんな項目がありまして、例えば
ODA（政府開発援助）は、日本は一応経済大国の
端くれですから、そのお金でもって発展途上国、中
進国に公共事業をしてあげる。ただやってあげるわ
けじゃなくてお金を貸したりするんですけれども、
この ODA を使って安全保障の役にも立てる。つま
り ODA でもって恩を売ることによって、何かあっ
たときにこちらの味方に付けるということをはっき
りその３文書の中では明記してある。
　そのほかにもいろんなこういう兵器を持つんだと
か、こういうことにお金を使うんだなんてことが
列挙されているんですが、こういうのもあります。
AI を使って敵の情報を解析するというふうな話が
あるんですが、これについては共同通信が昨年大き
なスクープを飛ばしました。
　どういうものかと言うと、いわゆるインフルエン
サー、インフルエンザではなくてインフルエンサー、

ネットの世界でもって非常に影響力の大きい人たち
ですね、有名どころではホリエモンとかひろゆきと
か橋下徹とかが、有名ですけれども、彼らに限らず
要はそのインフルエンサーと呼ばれてる人たちがよ
く見るサイトを防衛省が調べて、これは簡単ですね、
その人たちのネットの検索履歴を見れば、どういう
サイトを検索しているかがすぐ分かる。
　分かったらそのサイトに防衛省が、防衛省にとっ
て都合のいい情報を流す。そうすると、そのサイト
は防衛省にとって都合のいい情報がそこに記載され
るわけですから、そのインフルエンサーがそれを読
んでくれて、それを受けて発信してくれれば、防衛
省は自分にとって都合のいい情報を日本中にくまな
く広げることができると。簡単に言えば情報操作を
しますと、こういうことを防衛省ははっきりと打ち
出したと、こういうスクープです。
　ですが、その共同通信以外のメディアは全く後追
いをしませんでした。ただ、浜田防衛大臣は、これ
を記者会見の中で事実上認めていますから誤報とい
うことでは全くありません。ですがほかの社が追随
しなかったので、共同通信の加盟社、高知新聞は加
盟していると思いますけれども、共同通信の加盟社
以外にはその話はほとんど目に触れてないからよく
知らないということが１つある。

静かに潜行する軍事力強化－④
安保３文書改定に見る台湾有事時

沖縄戦場化計画

　またこれもやはり共同通信のスクープでしたけれ
ども、これは一昨年の暮れにそのスクープがあった
んですが、これはどういうのかと言うと、来るべき
台湾有事の際、自衛隊と在日米軍は沖縄を戦場化す
る計画を立てているいう話です。
　台湾有事というのは、中国本土から台湾に対して
武力侵攻して、今のような１国２制度にあるような
状態をやめさせるという計画が北京では進められて
いるということはかねてより言われていることです
けれども、もしもそういうことが起こった場合、台
湾に最も近い米軍、日本の在日米軍、つまり沖縄の
在日米軍がこれを止めるために、中国による侵攻を
食い止めるために在日米軍が参戦すると。
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　その場合、その在日米軍がある日本の自衛隊も、
これは知らん顔というわけにはいかないので一緒に
戦争をする。そのときには、沖縄を戦場にするんだ
と。具体的には、沖縄には、沖縄本島とか石垣島だ
けではなくてもう何千という無人島も含めて小さい
島があるわけですが、それらの島々にミサイル部隊
を展開して、ミサイルの発射基地をあっち行ったり
こっち行ったりして目くらましをしながら中国の艦
船などを攻撃するんだと、こういう計画が日米両国
の軍同士で話し合われているというスクープが共同
通信によって報じられた。
　でも、これも共同以外の新聞は一切後追いをしな
かった。このときも、そのときの防衛大臣は事実上
認めてもいるんですけれども、これも報道されなか
った。それを書いた、さっきの AI の記事もそうで
すが、共同通信の石井暁さんという非常に優秀な記
者がいらっしゃるんですけれども、この人だけがそ
こら辺は頑張った。頑張って、どうもその在日米軍
から共同通信社は抗議を受けたらしいんですけれど
も、何であんな国家機密をばらしたんだと。例の特
定秘密保護法違反で逮捕するかもしれないというよ
うなことまで言われたそうです。
　でも、この石井さんという一人の優秀かつ勇敢な
記者によってそのことがある程度知られることには
なったんですけれども、他紙が追随しないのでそれ
以上の話題にはならなかった。だけど、これは大変
な問題だということです。
　最近になって朝日新聞がそれとほぼ同じ内容の記
事を大きく載せましたんで、今はある程度広がって
きていると思いますが、ただ、事は沖縄を私たちの

日本の国の中の１つの地方を戦場化するということ
なのに、日本の自衛隊と、しかも外国であるアメリ
カ軍が勝手に決めているという、これは本来はいく
ら怒っても怒り足りないぐらいの問題だと思うんで
すが、大きな社会問題にはなっていない。こういう
状況がある。
　これはひとえに、そもそもそんな計画を立てるほ
うがおかしいわけですけれども、それをきちんとチ
ェックできていない日本のマスコミの責任は、あま
りにも大きいと言わざるを得ないと思います。ただ、
そういう状況というのは、いい悪いを別にすれば、
実は自然の成り行きでもあるんです。

静かに潜行する軍事力強化－⑤
政府直轄審議会委員としての視点での

チェック機能

　このレジュメに、「国力としての防衛力を総合的
に考える有識者会議」における山口寿一・読売新聞
社社長の発言から」という項目を書いておきました
けれども、これはその安保３文書が出る前に政府が
つくった総理大臣直轄の審議会がありました。これ
がその「国力としての防衛力を総合的に考える有識
者会議」なんですが、元防衛省の幹部をはじめ大学
の先生とか何人かいる中にマスコミの人が３人入っ
ていたんです。その一人がこの山口さんという現役
の読売新聞の社長、それから船橋洋一さんという元
朝日新聞の論説主幹、それからお名前忘れましたけ
れども日経新聞の社長だった方、この３人がその政
府の審議会の中に入って、国力としての防衛力を総
合的に考えるという会議を行った。
　その結論というか報告書が、これは政府がつくっ
た審議会ですから、もちろんその防衛力の充実・強
化というのは、日本の国力を高めるものであるから
ガンガンやるべしという結論になってるんですけれ
ども、その中でこの山口さんという方は、そういう
方向なんだからマスコミ、メディアとしても、新聞
社としても協力しなければなりませんねということ
をその報告書の中で語っているわけです。
　ここにおいて、その日本のマスコミ、ジャーナリ
ズムの中心ともいうべき新聞社の中でも最も部数の
多い読売新聞は、その独自性、報道機関ということ
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よりも政府の方針を国民に刷り込むための道具にな
る、と自分で宣言してしまったと言ってよろしいか
と思います。しかもいろんなフィールドはあります
けれども、こともあろうに戦争とか防衛とかそうい
う最も慎重にならなければならないような分野にお
いて、そういう態度をはっきりと打ち出してしまっ
た。
　この山口さんという人は、読売ですからプロ野球
の読売ジャイアンツのオーナーでもあるわけでして、
最近だと原監督を辞めさせたとかそんな話でばかり
言われますけれども、実はこういうことも言ってる
人なんだということなんです。もちろん単にこの山
口さん自身がどうだというよりは、それはオール読
売としてそのようなことを方針を、考えを打ち出し
た。
　そして、これいい悪いは別にして日本社会ってい
うのはそういうものですけれども、読売なら読売だ
けが突出してそういうことを考えてるってことはあ
り得ない。読売の社長がそう言ったということは、
朝日も毎日も日経も産経も地方紙も基本的にみんな
同じだと捉えてよろしいかと思っていますが、そう
いう状況が今あるんだということです。
　特にその台湾有事だとか中国脅威論を前に、日本
がどんどん軍事化、戦時体制に前のめりになってい
く。その背後にはマスコミの動きもあるということ
をぜひ知っていただきたいと思います。

増え続ける国家予算－
見える増税施策、見えない優遇措置

　問題は、ただこういう軍事だとか防衛だとか安全
保障だとか、そういうことだけじゃないのは言うま
でもありません。つい最近、岸田総理は、所信表明
演説の中で減税を口にしました。主に所得税、住民
税を減税すると。期間限定で減税すると、おいしい
ことを言ってくれています。新聞もそれを鵜呑み
に、鵜呑みにというか、もちろんいろんな背景だと
かを解説してくれてはいますが、基本的に「岸田首
相、減税を指示」とか、だから見出しだけ見ている
と、おっ岸田さん、なかなかやるね、いいねとなる。
　岸田さんは、その所信表明演説の冒頭で「経済、
経済、経済」と、私は経済を何よりも重視するんだ

というようなことを言って、だから減税をして、み
んなの活力を引き上げるためにこうするんだと。
　それだけ聞けば、あっなかなかやるねということ
になるんでしょうけれども、ちょっとよく考えても
らいたいのは、何しろ日本は今後５年間のうちに軍
事費を倍増するんです。倍増するということは、そ
れだけお金がかかるわけです。しかも今後５年と言
いましたけれども、今年６兆円だったものが27年度
には11兆円になるということは大きく公にされてま
すけれど、その間どういうふうに増えていくのか
というのは、これだけ聞いてもよく分からないで
す。だからだんだん、じゃあ６兆、来年７兆、再来
年８兆とこういうふうに増えていくのかなと思うと、
どうも違う。
　というのは、その防衛省の文書では、３文書の中
では、その５年間の間の総額が43兆円って書いてあ
るんです。そうすると去年６兆円だとしても、そう
やってだんだん増えていくなんていうふうにやって
いると43兆にならないんですね、計算すると。だか
ら、大体来年あたりからもう10兆円ぐらいになっ
て、10兆が続いて27年度に11兆になるというように
計算してやっと43兆円になる。つまりもう５年先の
話というよりは、もう今年来年のうちから世界第３
位、第４位ぐらいの軍事大国にもうなっちゃうとい
う、こういうことなんです。
　ということは、そのこと自体の是非もさることな
がら、それだけお金がものすごくかかるわけですよ
ね。なのに減税してどうするのかという話ですが、
それはあくまでも来たるべき解散総選挙に向けたリ
ップサービスに過ぎない。それで岸田さん、偉いね
と、税金減って良かったねということで、支持が増
えれば総選挙が終わったら、これはもう大増税であ
ることは間違いありません。
　主な増税、もうすでにその３文書ができたときに
増税はすると言っているんですが、それは１兆円規
模の増税をするというふうに今までは言われていま
した。でも、43兆円の軍事費に対して１兆円の増税
で賄えるわけはないんで、それも１兆円の内訳は所
得税、法人税、たばこ税から少しずつ上げるって言
っているんですが、とてもそんなんじゃ追いつきま
せん。何よりも日本の政府は、政府自民党は、法人
税については基本的に絶対に上げません。
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　ですから、一応それも隠れ蓑です。所得税につい
ても、そういうみんながよく分かってるような税金
というのは基本的に上げない。上げるのは何かと言
ったら消費税です。消費税今10％ですけれども、こ
れも経団連あたりは19％にしろとかねてより言って
います。ですから、その43兆円の軍事費の増加を賄
おうと思ったら、ほんとに一気に19％にされかねな
い。これが来年になるか再来年になるか、それはそ
の時々の政治の状況次第ですけれども、これはもう
間違いなくそうなるのは分かっている。でも、これ
もマスコミは書かない。
　何でかっていうと、１つは、消費税というものに
対する理解というものが全くないということが１つ。
もう一つは、マスコミ自身が消費税の特別扱いを受
けていること。具体的には軽減税率といいまして、
今みんな10％ですけれども、飲食料品と週２回以上
発行される新聞についてはこれが８％なんです。つ
まり前８％でしたから、飲食料品と新聞についてだ
けはそのまま据え置かれたということです。
　ですから要するに政府に特別扱いをしてもらって
いる。特別扱いしてもらっているのに消費税の批判
をしたり、国民の消費税に対する反対機運を高める
ようなことはしないというのが暗黙の了解になって
る。これ私が思い込みで言ってるんではなくて、消
費税についてずっと取材してきた立場ですから、そ
の中で確信していることです。
　せっかく話題にしたので、軽減税率についてもう
ちょっと詳しくお話してしまうと、これは2015年の
暮れに閣議決定されたんだと記憶してますけれども、
その後８％が10％になるときに確かに飲食料品と新
聞が８％のまま据え置かれました。
　これはどうしてそういうことになったのかという
と、一応理屈はあるんです。消費税は一般に、低所
得者に対して非常に逆進性が高い税制だと言われて
います。つまり所得が低い人にとっては、消費税の
負担が大きい。飲食料品は食べ物、飲み物について
税率が上がると、つまり貧しい人が食べ物や飲み物
を買いにくくなる。下手したらそれだと飢えて死ん
でしまうから、だから飲食料品については据え置き
ましょうという、これが１つです。これはそんな簡
単な話ではないんですが、一応理屈の上ではそれは
あり得ます。

　もう一つ、じゃあ何で新聞がそういう扱いを受け
るか。新聞なくても別に誰も死にませんが、ただこ
れは日本新聞協会と日本新聞販売協会という業界団
体が、1989年の消費税導入の頃からずっと訴えてき
たことです。つまり新聞というのは活字文化の中心
である。多くの国民は新聞を読んで知識を得、そし
てその日本語というか文章だとかそういうものを学
ぶんだと。
　だから、消費税がだんだん増えていくことによっ
て新聞の購読料が高くなれば、新聞を取らない人が
増えてしまう。そうすると日本人国民の知性は地に
落ち、ひいては国力の弱体化につながると、こうい
う主張を新聞の業界はずっと言ってきたんですが、
従来は消費税が３％だったり５％でしたから、それ
はそんなに影響ないだろうということで相手にされ
なかった。
　ところが安倍総理の時代になって、これが受け入
れられたんです。どうして受け入れられたかと言う
と、これは皆さん自身が安倍さんにでもなったつも
りで考えてみればすぐ分かることだと思います。仮
に私が安倍さんだとしたら、どう考えるか。新聞業
界が軽減税率にしてくれと言ってきた。そしたら、
言いたいことは分からんじゃないなと、考えてやろ
うと。ただし、その場合は分かっておろうなと、こ
ういう話ですよね。つまりおれの悪口書くんじゃね
えぞと、政府に逆らうんじゃねえぞと、国民をだま
せよという、こういう暗黙の了解があって受け入れ
られたと言って過言でない。
　実はその話のときに、日本の新聞業界が必ず持ち
出すのはヨーロッパの例です。ヨーロッパの中でも
特にイギリス、なぜかと言うと、向こうはかねてか
らこちらでいう消費税、向こうでは付加価値税とい
う言い方ですが、消費税が税制の中心でした。日本
も今は最も税収が多いのは消費税で、所得税や法人
税より税収が多いんで日本もいまや消費税が中心な
んですが、その消費税中心の社会の先輩格であるヨ
ーロッパの中でも、特にイギリスは早くから複数税
率という、ものによって税率が違う仕組みをつくっ
ていました。
　中で最も顕著というか珍しいのは、出版物の一切
がゼロ税率なんです。新聞、雑誌、単行本は無論の
こと、極端な話、エロ本のたぐいもゼロ税率なんで
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す。ここのところは考え方はしっかりしてまして、
つまりエロであろうが、エロとエロでないのを誰が
どうやって見分けるんだと。エロと言われているも
のの中にも芸術はあったりすると、何よりも例えば
政府がその判断をするということは検閲行為になっ
てしまうじゃないか。だから、とにかく出版という
営みに対しては全てゼロ税率だと、こういう考え方
が昔からあるんです。
　日本の新聞業界も、要するにそれを見習えという
ことをかねてより強調していました。日本では今回
は出版物について、本とか雑誌については軽減税率
にすることが見送られました。これはやはり誰がそ
れを判断する、どこで線引きをするかということが
問題になったんです。
　日本の普通の感覚では、イギリスほどなかなか徹
底できない。エログロみたいなものは、やっぱりそ
の軽減税率はおかしいんじゃないかという議論がど
うしても起こる。とすれば、誰かが判断しなければ
いけない。政府がやれば検閲になる。だからといっ
て、出版社の業界団体がやればこれはお手盛りにな
るんじゃないかというような議論があって結局見送
られたんですけれども、そういうのが日本の新聞業
界にとっては理想だったわけです。
　ところが、それを口にすることは実はすごく恥ず
かしいことなんです。というのは、イギリスでなぜ
そういう出版物がゼロ税率になったかというと、１
世紀以上にもわたる市民の戦いがあったからなんで
す。イギリスで初めて新聞というものが、世界で初
めて新聞ができたのがイギリスですけれども、それ
ができた17世紀に、最初はイギリスの政府は非常に
これに警戒を抱きました。新聞というものが権力の
スキャンダルとか問題をいろいろ暴きたてる。それ
で国民がいろいろ学んで政府の権威が脅かされるか
もしれないということで、政府は新聞を徹底的にい
じめたんです。
　それは物理的に、じゃあ気に食わない記事を書い
たやつを逮捕しろとかいうのはなかなか難しいです
から、これお金でいじめたんです。あちらにはスタ
ンプアクト（印紙税）という、税金がありまして、
それを使って新聞を発行するとその印紙税がかかる
と。それによってたくさんお金を国庫に納めなけれ
ばならないから、なかなかやっていけないようにす

ることでいじめた。それはおかしいだろうと、民主
主義に反してるだろうということでイギリスの市民
たちが立ち上がり、中には投獄されたり獄死したり
する人も出しながら１世紀以上にわたって政府と戦
って、ようやくその出版物はゼロ税率にするという
戦いを勝ち得たと、こういう歴史があります。
　ところが、日本の新聞社が軽減税率にしろゼロ税
率にしろと言って、国民の支持があるかというと全
くない。もちろん時代が違うから、昔のイギリスと
違って今の日本では、ほとんどそもそも新聞を読む
人がものすごい少なくなってる。みんなネットで情
報を見てますから、別に新聞が仮につぶれようが何
だろうが困らないという状況もありますけれども、
いずれにしてもその新聞社が主張していることが世
の中には受け入れられていない。
　なのにゼロ税率を主張するときにイギリスはこう
なんだと言っても、それは全然違うわけです。向こ
うは市民の支持があり、市民が勝ち取ってくれた。
日本は誰も支持してくれてないのに、新聞社自身が
自民党政府におねだりをして、つまりほかはみんな
どんどん税率上げてもいいけど新聞だけはまけてち
ょうだいよと政府におねだりをして軽減税率を勝ち
取っている。それなのにイギリスをお手本にするな
んて実はものすごいみっともないことなんですが、
それをやっている。それをやって今もずっとそのま
まです。
　ですから、消費税の議論というのが新聞にはほと
んど載らない。そして短い時間でとても全部話しき
れませんから多くは省略するしかないんですが、そ
の消費税の問題点というのは逆進性だけじゃない。
消費税は、多くの方は消費者が負担していると考え
ていますが、これはそんな簡単じゃないんですね。
誰が負担するかはよく分かってないんです。あくま
でも消費税の納税義務があるのは、年間の売上高が
1,000万円以上の事業者ということになっています。
ですから、その事業者がお客さんに商品やサービス
を売るときに、その価格に消費税分を上乗せして預
かって計算をして、必要な計算をしてから納める。
これが一応建前。
　だけど、とはいうけれども日本は自由競争、自由
経済の社会ですから、コスト＋利益＋消費税なんて
いう値決めっていうのはできるとは限らないわけで
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す。近所に競争相手がいれば、どんどん値引きをし
なきゃ売れない。そしたらその利益を削って消費税
分を、利益を削らなければならない。下手したら、
消費税を払うために利益の中から消費税を払わなき
ゃならないなんてことも起こる。
　だから中小零細の企業だとか、要はその競争に弱
いところですね、そういうところは消費税負担でも
って廃業や倒産にどんどん追い込まれているのが現
実です。というようなことがほとんどマスコミでは
報道されない。ただ消費税の逆進性だけが言われる
から、多くの方は誤解をしたまま。だからほとんど
の人は何も知らないまま、消費税がいいとか悪いと
か、増税もしょうがないよねとかいう話になってい
る。
　特に増税のときは、社会保障を切り捨てられない
ために、あるいはその社会保障を充実するためには
消費税増税しかないなんていうふうに言われるんで
すが、これも何のことはない。社会保障はほっとい
てもどんどん切り捨てられています。消費税がいく
ら上がろうが、その分が社会保障に使われているわ
けではない。何に使われているかといったら、法人
税減税の財源になっているんです。今度はそれが軍
事軍拡の財源になるだろうということなんですが、
そこら辺は全く無視されている。いったい誰のため
の報道機関なのかというふうに考えざるを得ないわ
けです。
　ちょっと消費税で長々と話しすぎました。でもま
ぁそういうことがあるんです。

日本社会を待ち受ける諸問題－
問題提起すべきジャーナリズムによる

議論の本質外し

　ほかにもいろんな社会問題の中で、あえて本質を
外して報じられていることってたくさんあります。
マイナンバーの話なんかもそうです。あれは、マイ
ナンバーカードを作りました。でも、なかなかカー
ドが普及しませんとか、それを使って例えばコロナ
のときの補助金を出したらそれで窓口が混乱しまし
たとか、あるいは今度その健康保険証と結び付けた
ら、間違った情報が流れてしまってますとか、もち
ろんそれはそれでみんな大事なことなんですけれど

も、このマイナンバーというものの最も重要な本質
が完全に置き去りにされたままです。
　もっとも重要な本質は何かと言ったら、我々は番
号なのかということです。もちろん従来だって免許
証とかパスポートとか健康保険とか、あるいは会社
の社員証でも学生証でもいいですけれども、番号で
管理されているものっていっぱいあります。だけど、
それはあくまでもそれぞれの目的別の便宜上の番号
ですよね。ところが、マイナンバーっていうのは、
一度付けられたらそれは基本的に生涯不変なんです。
　だから政府や自治体にとっては、私は斎藤貴男な
んていう親にもらった名前はあるけれども、そんな
ものはあくまでも仲間内のニックネームにしかすぎ
ない。政府にしたら、私はただの番号だと、失礼だ
けど皆さんもそうです。それからこれから生まれて
くる赤ちゃんもいきなり番号を付けられちゃうわけ
です。親は一生懸命この子にどういう子になってほ
しいかって頭を悩まして考えて、出生届を出しに行
く。出しに行ったら、あぁそうですかと言って受け
付けてはくれます。だけれど、同時にこの子は、は
い何番と、こうなるわけです。
　そんなことどうでもいいじゃないかと思われるか
もしれません。だけど、人間の関係って呼び名によ
って随分左右されているわけですよね。何々さんと
いう場合、何々くんの場合、呼び捨ての場合、何々
先生の場合、やっぱりそこはそれぞれ微妙に人間関
係が違ってくるわけです。ところがマイナンバーの
ある社会では、私たちは何よりもまず「おい何番」
でしかないわけです。つまり囚人と同じだと言って
いい。そのことをどこまで許容できるのか、しなけ
ればいけないのか、してはならないのか、という議
論が一切ない。
　本来は、マイナンバー制度を導入するときに、国
会の場でそういう議論が散々され尽くされなければ
いけなかった。だけど、それを政治家は一切やらな
かった。じゃあせめてマスコミがそれをやればいい
んだけれども、マスコミもこれを一切やらなかった。
ただ、これをやると便利なのか便利でないのか、生
産性が上がるとか上がらないとか、そんな小手先の
話、政府がつくった枠組みの中の議論だけに終始し
てしまった。これは決定的な問題だと思います。
　私、マイナンバーの前身だった住民基本台帳ネッ
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トワークの反対運動にも関わりましたけれども、そ
のときにフェリス女学院大学の学長をされていた弓
削達先生という方の知己を得ました。この先生はロ
ーマ史の大先生なんですが、昭和天皇が亡くなった
ときに大嘗祭というのをやりました。あれはおかし
いと、憲法違反だということで、大嘗祭の反対運動
の先頭に立った方です。
　どういうことになったかというと、右翼に狙われ
て自宅を右翼に銃撃されるという、それでも筋を曲
げなかったという気骨のある大先生だったんですが、
この弓削先生がこの住民基本台帳ネットワーク、今
のマイナンバーとあまり変わらないものですけれど
も、の反対運動の席上、何を言ったか。こういう講
演会とかシンポジウムで必ずこの方はこうおっしゃ
っていたんです。
　「私は、弓削達である。番号ではない」と。私は
その話を聞いて、本当のインテリというのはこうい
うものなのかと非常に感銘を受けたんですけれども、
大学の先生だとかそういう高い教育を受けたような
方々は、そういう議論ができなければいけないんじ
ゃないかなとつくづく思ったことでした。
　でも、弓削先生が亡くなって以来、そういう話を
してくれる大学の先生は１人もいなくなりました。
マスコミもそういう問題提起をしない。私はもう折
に触れて書いたりしゃべったりはするんですが、そ
れも全く誰も後追いしてくれない。だから、この本
質をあえて外すというところが今のマスコミの一番
の問題かなというふうに思います。
　今日はいっぱいしゃべらなきゃいけないことがあ
るんですが、そのマスコミの問題というのは、じゃ
あどうしてこんなになっちゃったかということです。
昔からいいときなんてあまりなかったとも言えます
けれども、戦前戦中は軍部の手先みたいになってい
たわけですし、戦後だって本当の意味でマスコミが
ある程度その機能を果たしていたという時代がどれ
だけあったのか。
　私が子どもだったときは、はっきり言ってよく分
かりません。分かりませんが、ただ、少なくとも戦
後においては、今はかつてない悲惨な状況になって
いるように思えます。というのは、１人１人の記者
がだらしないとか、そういう精神論の部分ももちろ
んありますが、構造的に日本のマスコミが駄目にな

るように今なっているんだと思います。
　もともと問題はたくさんあったんです。比較的ま
しと思われたときだって問題はいっぱいあった。例
えば、日刊新聞紙法という法律があります。これは
昔の新聞は政府の言いなりになってろみたいな法律
が、戦後改定されて良くはなってるんですけれども、
この中に新聞社の経営を守るために、新聞社の株式
を第三者が勝手に買ってはいけないという法律があ
るんです。これは普通の会社と全然違うところです。
　どうしてこういう法律があるかというと、新聞社
を第三者がその株を買って、つまり乗っ取ったりす
るとその新聞の論調が歪められる。つまり新聞社と
いうのは、もともとそのジャーナリズムをやりたい
という志でもって集まった集団なのに、それを例え
ば大企業が金に飽かせて買って、その大企業にとっ
て都合のいいことばかり書かせるようになると、そ
の新聞ジャーナリズムが世論誘導の道具になってし
まうということで、そういう乗っ取りは駄目よとい
うことになった。
　これは本来いい話であるはずなんですが、その結
果どうなったかというと、まったく外部のチェック
を受けずに非常に独断、独善的な経営や編集方針が
まかり通るようにもなってしまった。これが１つ。
何よりも法律ですから、その法律によって確かに外
部資本が入ってくることは防げるけれども、その法
律をつくってくれている国に対して、基本的にマス
コミは逆らいにくい状況がここですでにできてしま
っているということですよね。
　もう一つは、再販価格維持政策というのがありま
す。これは新聞に限らず雑誌でも本でもそうなんで
すが、再販価格というのを維持する仕組みになって
いる。つまり普通の商品だと、昔なら定価というの
がありましたよね。でも、最近だとメーカー希望小
売価格なんていう言い方をしている。あれは何でか
って言うと、メーカーが例えばこの扇風機は、この
車は幾らで売ってほしいという希望はあるんだけれ
ども、その問屋なり小売店がそれぞれの企業努力で
安売りしようと思えばできるわけです。ですから、
ヨドバシカメラとかああいうところに行けば、スマ
ートフォンでもカメラでもうんと安く買えるという
のはそういうことです。
　でも新聞とか本とかいうのは、こんな安売りがで
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きないんです。新聞や本はあくまでもその定価があ
って、そのとおりでなければ売ってはならない。も
ちろん古本は別だし、ブックオフみたいなところに
行けば、新古書なんていって新品同様の本が安く売
っていたりはしますが、それはあくまでも例外で普
通の新刊本や新聞は安売りができない。これも国に
よって守られている仕組みです。これも、本来は活
字文化がその商売、過当競争によって歪められない
ための方便だったんですが、これも国に貸しをつく
っちゃっていることになるわけです。
　さらに今度は、独占禁止法違反が常態化している
のに見逃されている問題というのがあります。これ
は押し紙といいまして、今、朝日新聞は全国で購読
部数が、発行部数が約400万部とか、読売新聞が600
万部なんて言ってますが、実際にじゃあ日本中に読
売新聞を読んでいる人が600万人いるかというとそ
うじゃない。
　どういうことかというと、それはあくまでも新
聞社が新聞販売店に卸した部数なんです。ですか
ら、その引き受けた部数を販売店が実際に読者に配
達しているかといったらそうじゃない。新聞販売店

は、例えば私が斎藤新聞店というのを経営している
として、1,000人のお宅に新聞を配っているとしま
す。でも、その新聞社には2,000部発注したりして
いるんです。その差の1,000部はどうなるかったら、
これ引き取ったらあと捨てちゃうんです。
　どうしてそんなことをするのかっていうと、新聞
社本社のほうの要請でもって部数をごまかすため、
本当は少ししかない部数をたくさんあることに見せ
かける。何でそんなことをするかっていうと広告収
入が、広告費というのはその部数によって変わって
くるからです。つまり部数が少ない新聞の広告費は
安いし、部数が多い新聞の広告料は高い。だから、
少しでもスポンサーから高い広告料を得るために部
数をごまかす。そのために販売店に協力させる。
　でも、これだけだと販売店は、ただ自分たちで自
腹を切って損するだけなんですが、少し前までは販
売店独自の広告もありましたよね、あの折込広告、
スーパーのチラシとかそういうもの。ああいうのも
やっぱり部数によって変わってくるんです。だから、
その販売店が協力して、無理やり要らない新聞まで
引き取ることが販売店の利益にもなっていた。だけ
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ど最近はそういう折込広告がものすごく減ったので、
その利益が少なくなった。だから今、新聞販売店が
次々につぶれています。今は新聞社本社のほうが販
売店に、販売店はもうやだって言ってるのに、おま
えんとこはこれだけ引き取れと上から命令するわけ
です。
　これははっきり独禁法違反です。優越的地位の乱
用というのになるから、ほんとは独占禁止法違反で
公正取引委員会が乗り出してこなければいけない。
新聞社を摘発しなければいけないんだけれども、こ
れも政治的判断でもって新聞社は摘発を免れている。
これも貸しをつくっちゃっているわけです。これは
もう昔からこういうのはずっとあるわけでして、押
し紙の問題はここ10年20年ぐらい顕在化した問題で
すけれども、日刊新聞紙法とか再販価格維持政策の
問題はもうずっと昔からある。

日本社会を待ち受ける諸問題－
オリンピックビジネスの一員としての

チェック機能とは

　さらにここに来てひどいことになった要因が大き
く２つあって、１つがさっきの軽減税率です。本来
ほど良い緊張関係にならなければいけない政府、政
権与党との間で、やっぱりおねだりをしてしまった。
おねだりをしてしまって、うちだけは消費税まけて
くださいよとやっちゃった。そしたら実際に、じゃ
あその代わり政権批判するんじゃないぞという念書
を交わしたわけではないにしても、これは当然腰が
引けることになります。
　さらに加えて東京オリンピックです。東京オリン
ピックのときに朝日、読売、毎日、日経の全国紙４
紙は、JOC との間でオフィシャルパートナー契約
というのを結びました。要するにオリンピックのス
ポンサー契約をしたわけです。それをやると、オリ
ンピックのロゴを好きなように使えるとか、オリン
ピックにかこつけた商売ができるわけです。それを
やらないと、あのオリンピックって IOC がものす
ごい権限を持ってますんで、オリンピックのロゴを
勝手に使ったりすると訴えられたりするんです。そ
れを新聞社は避けるためにオフィシャルパートナー
になった。

　産経新聞と北海道新聞が、そのワンランク下のオ
フィシャルサポーター契約というのを結びました。
産経も全国紙の端くれですから、その朝毎読日に負
けじと参加したというのがある。何で地方紙である
道新がそれをやったかというと、これは札幌オリン
ピックを招致するつもりでしたから、最近あまりに
も市民が反対するので2030年の招致をあきらめて、
その先の招致を目指すみたいなことを言ってますけ
れども、要は札幌オリンピックをやるために今のう
ちから JOC にいい顔をしておきたいとこういう話
で、だから全国紙・地方紙合わせて６社がオリンピ
ックのオフィシャルスポンサーになったわけです。
　これ何がいけないかというと、つまりこれは報道
機関でありながらオリンピックビジネスの当事者に
なっちゃったってことですね。オリンピックという
のは、もちろんいいこともいっぱいありますけれど
も、基本的には国威発揚だとかあるいはそれによっ
て金もうけをするという、世界のグローバル企業の
利益のための営みです、催しです。それの当事者に
なっちゃったら、そこにどれほどの問題が起ころう
がなかなかそれは批判しにくい。ですから、あのコ
ロナの真っただ中でオリンピックを強行しようとし
たときに、まともに批判できたところが全くない。
　朝日新聞がかろうじて社説の中で、オリンピック
は中止すべきだとやりましたけれども、これも業界
的には大変なことなんですよ。つまりオフィシャル
パートナーでありながらそんな社説を書くなんてす
ごいと、業界的には言われます。だけれど、これ読
者にとっては、何をばか言ってんだと。要するに、
オリンピック商売の当事者になったから言うべきこ
とも言えなくなったのであって、最初からそういう
ことをすること自体が、もう新聞社として終わって
るねと言われても仕方がないことなんだけど、それ
をやってしまったわけです。
　ちなみにさっき私、一昨年大病したと言いました
が、まさにその時期だったんです。一昨年の６月に
がんが見つかりまして、すぐ手術しろということに
なりました。予定では６月に見つかって、８月に来
てくださいと言われたんです。そのとき私が最も思
ったことは、７月20何日からオリンピックだったん
です。東京にいますから、あぁこれはそのオリンピ
ックの間に東京でコロナがまん延して、おれもどう
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せ罹るだろうと。自分が罹らなくても病院の機能だ
って駄目になってるだろうと。だから８月の入院の
手術を待たずして自分は死ぬかもしれないし、仮に
何とか入院まではこぎつけたとしても、世間でオリ
ンピックオリンピック、ニッポンニッポンとやって
いる中で、あぁ笑われながら死ぬんだなと本気で思
ってました。
　思ってたところが、たまたま病院のベッドの空き
の都合で７月のオリンピック前に入院させてくれた
んで、そこまで深刻には考えなくて済むようになっ
たんですが、それと同じような思いをした人が日本
中にどれほどいたことかと思うと、ほんとに苦しく
なります。
　マスコミというかジャーナリズムは、本来そうい
う人たちのためにあるべきものだと私は思っている
んですけども、日本のマスコミは一切やるべきこと
をやらなかった。それどころか結局朝日はそんな記
事は出してましたけども、最後は、オリンピック万
歳、オリンピックチャチャ、ニッポンチャチャチャ
で終わったわけです。
　そもそもがオリンピックの最初の動機が、動機と
いうかこれは2018年だか2019年だったかな、東京都
知事選のときに小池百合子さんが候補者たちの討論
会で言ってたんですが、そのときに別の候補者が

「オリンピックは中止すべきだ」という発言をした
んです。そしたら小池さんが「いや、絶対にやる」
と。どうしてやらなきゃいけないか。「だってやら
なかったら、2022年には北京で冬季オリンピックが
ある。中国に負けるわけにいかないんだ」と、こん
なアホなことを言ったわけです。
　何でそんなことのために犠牲にされなきゃいかん
のかと私は思いましたが、しかし、これが小池さん
に限らず今の政府自民党の基本的な考え方であり、
それをまともに批判しないマスコミというのは一体
何なんだということを私は考えています。

日本社会を待ち受ける諸問題－
民主主義という名のもとに見え隠れする

権威主義

　もう大分時間なくなってきました。なので若干割
愛しながら、最後の「展望を開くために」というと

ころのお話をしたいと思います。ここ数年、やたら
メディアで定着した言葉の中に、「権威主義対民主
主義」という言葉があります。これはロシアのウク
ライナ侵攻がある前から、バイデン大統領がロシア
や中国、北朝鮮といった国々を権威主義の国と位置
づけ、それに対して我々は、つまりアメリカ、EU、
日本は民主主義なんだと。だから、この権威主義に
負けるわけにはいかんというようなことを非常に強
く訴えていた。ウクライナの侵攻がありましたから、
一層そういう考え方が定着した。
　だけれどこれバイデンの前は、こういう言い方で
はなかったんです。中国やロシアは昔と違ってもう
社会主義でも共産主義でもありません。資本主義で
す。それも極めて強力な、特に中国は極めて強力な
資本主義で、日本よりも上の経済大国になっている。
その時代、バイデンが現れる前は、彼らは何て言っ
ていたかというと、国家主導の資本主義国と言って
いたんです。要するに国家主導だから、そうでない
一般の資本主義であれば例えば住民に配慮しなきゃ
ならないことだとしても、国家主導なんでそんなも
の配慮しなくていいと。要するに良い悪いを別にす
れば、非常に効率的で生産性が高い資本主義である
ということで、むしろ羨ましがっていたんです。
　羨ましがっていたんだけども、考え方を変えると
それは権威主義だと、だから批判の対象にするんだ
というのがバイデン政権の考え方で、ウクライナへ
の侵攻によってそれが完全に定着した。だけど、基
本的にやっていることはあまり変わらないじゃない
かと私は思っています。もちろん分かりやすいとか
分かりにくいとか、どっちが巧妙かとか、どっちが
一見民主主義かという違いはあります。だけれども
日本だって、さっきのコロナの問題のときに、どれ
ほどそれで困っている人がいようがオリンピックは
やるんですと、こうなってしまう点は、権威主義も
いいところじゃないかと思いますが、そこら辺の言
い方からして、マスコミがきちんと疑義を呈されな
ければならないと思っています。
　今まで主に国家権力だとか巨大資本だとか、そう
いうものにきちんと批判しないマスメディアという
ことで、私は問題を整理してきました。基本的に何
でそういうふうな言い方になるかというと、ジャー
ナリズムとかマスメディアっていうのは、つまると
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ころ権力のチェック機能というのが最大の存在意義
であるからです。多くの職業は、ほとんどの職業は、
権力とか巨大資本とかそういう要するに強いものに
盾突いては成り立たないものがほとんどです。
　ところがマスメディアとかジャーナリズムという
のは、それをあえて盾突いてもというか盾突くのが
目的ではないにしても、権力がおかしなことをして
いたら、あるいは民主主義に反するようなことをし
ていたら、それをきちんと調べ報じて、みんなに知
らせ、そしてみんなの議論を喚起してより良い社会
に是正していく。そのための機能がジャーナリズム
だというふうに私は考えるのですが、これは私が勝
手に言っているわけではなくて、これが昔からジャ
ーナリズムというものの最大の存在意義だというの
が定説になっているんです。それに照らしておかし
いというのが今の現状なんですけれども、ここに来
てまたちょっと若干ややこしいことが起こってきて
います。
　というのは、これはいろんな考え方がおありだと
思うので、もしかしたら反発される部分もあるのか
もしれませんが、例えば先日最高裁の大法廷が、性
同一性障害特例法が憲法違反であるという決定を下
しました。
　これはいわゆる性同一性障害といわれる人、つま
り性別違和がある人ですね、男の体に生まれている
けれども実は心は女性なんですよという人が、それ
をただ勝手に言っているんではなくて、医者がそれ
を認めてくれて「あなたは性同一性障害ですよ」と
いう診断を下してくれた場合、じゃあ自分は心が女
性なんだから、戸籍上も男じゃなくて女になりたい
と考えるとどうなるかというと、この体のままでは
駄目だったんです。
　そのときにその性同一性障害特例法というのが提
示していたのが、手術をしなさいということでした。
つまり男性器を取っ払ってくれと。そして男性器の
あるなしというよりも、まずその生殖能力をなくせ
と言うんです。それで実際にそうして戸籍の性別を
変更した人が過去１万人ぐらいいます、日本にも。
　いるんですが、やっぱり手術というのは敷居が高
いわけです。お金もかかるし、失敗すれば死んじゃ
うし、死ななくてもやっぱり元々の体をそこまで改
造するのは嫌だという人がたくさんいる。でも、そ

れでも戸籍は変えたいという人がいて、その人が手
術しなくても戸籍を変えられるようにしてほしいと
いう訴えをずっとしていて、それに対して、もとも
と家庭裁判所で行われていたんだけどもそれが最高
裁まで行って、結局手術をしろというのは憲法違反
だと。憲法13条、幸福追求権に反するという判断を
下した。
　で、どうなるかというと、その法律の手術要件を
定めた規定は憲法違反なので、それはあってはなら
ないということになったわけです。どうなるかとい
うと、国会はこれを受けて性同一性障害特例法を改
正しなきゃいけないわけです。その手術要件を取っ
払って変えなきゃならない、ということになりまし
た。
　これがいいことなのか悪いことなのか。もちろん
その訴えていた本人にとっては素晴らしいことだと
思います。でも、これやるとどうなるかというと、
つまり私は、男の体をしているけども心は女だと言
っている人が、手術をしなくても医者の診断さえあ
れば役所に訴え出て、この法律が新しい法律になっ
ていれば、性別を変えられちゃうということなんで
す。つまり私は男の体をしているけど、役所の住民
票、戸籍には女って書かれるわけです。であれば、
私は女子トイレに入ってもいい。温泉に行って女湯
に入ってもいい。だって戸籍上、女なんだからとい
うことができてしまうわけです。
　もちろん簡単にはできない。その温泉とか公衆浴
場には運用の規則というのがあって、そこではその
外見が大事だということになっているので簡単には
できない。だけど、そんな運用規則よりも憲法のほ
うが上位なわけですから、憲法で手術しなきゃいけ
ないというのは違憲だということになってしまえば、
そのままお風呂に入ってもいいという理屈が通る。
もしもその現場でとがめられても、じゃあそれは差
別だと言って訴えることも可能になるわけです。
　実はこういうことは、アメリカやヨーロッパでも
うすでに起こってしまっていることです。向こうは
戸籍制度はないので若干仕組みは違うんですけれど
も、実際に日本みたいな温泉もありませんけれども、
韓国式スパ、サウナ風呂とか、そういうところでそ
ういう事件がもう頻発しています。ですが、このこ
とがおかしいと言うと、今の日本では差別だという
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ことになってしまうんです。
　それを差別だと言っているのは野党であり、具体
的には立憲民主党であり社民党であり共産党であり
れいわ新選組であり、逆にそれはおかしいと言って
いるのが自民党の中でも保守派だったりします。保
守派の多くは統一教会につながっていたりする。で
すから、これはおかしいとはっきり今言えているの
は統一教会の関係だったりする。だけど私はもちろ
ん統一教会じゃないけれども、やっぱりこれおかし
いと私は思うんです。思うんだけれども、そのマス
コミの圧倒的多数は、これはいいことだという報道
だけやっている。
　これは何でか。日頃はその権力に忖度することば
かりやっているメディアが、何でことトランスジェ
ンダーだとかいわゆる LGBT のことについてだけ
はなにか、権力というか政府自民党が率先してこれ
をやろうとはしてませんけれども、でも黙ってるん
です。黙ってて一部の自民党保守派は反対している
けれども、自民党の圧倒的多数は黙っている。黙っ
てなすがままにしている。
　何でかって言うと、これはバックにグローバルビ
ジネスがあるからなんです。最近というかここもう
何年も、多様性という言葉がやたらと強調されるよ
うになってきました。これ元々は2010年頃に経産省
が、企業の競争力強化のための多様性に関する懇談
会みたいなのをつくったのが言われるようになった
最初なんです。
　これもともと欧米のグローバルビジネスのトレン
ドで、要するに人を雇うときにその LGBT の中に
も非常に優秀な人が多い。そういうときに使われて

いたのは、むしろそういう人たちにこそ優秀な人が
多い。だからそれの差別は良くない。もちろん差別
良くないんですよ。良くないんだけれども、それを
差別しないで積極的に登用することによって、企業
の生産性を高めるんだというのが欧米のトレンドだ
った。それを日本も真似した。
　だから、この職場レベルで差別しないで採用する
というところはもちろん悪くないのだけれども、そ
れが欧米がそうですけれどもだんだん一般に広がっ
ていって、とにかく実際の体がどうであれ自分が女
だと思っている人は女なんだと。だからそれは、も
ともと体も女性の人と同じに扱わなければいけない
というような社会が今できてしまっている。
　ここには諸説あります。例えばジョージ・ソロス
のような世界的な大富豪がそちらに興味を持ってい
て、やたらとお金を出しているからだとか、いろん
な背景はあるんですけれども、あまり言い出すと陰
謀論みたいになりかねないんですが、そうではなく
むしろグローバルビジネスの都合で、それは人材登
用という意味での都合が１つ、それともう一つ、か
ねて言われている格差社会、これはものすごいこと
になってますね、今。格差があまりにも広がってき
た。
　そしてウクライナもそうだけれども、アメリカや
ヨーロッパがやたら好戦的になってきた。この背景
には、新自由主義という経済思想の奔流があります。
これは竹中平蔵氏が大臣をやってる頃にしきりに問
題にされましたが、要するに人間の人権とか安全性
とかそういうものを守るために制定されたさまざま
な規制、これをどんどん取っ払う。取っ払って企業

の自由競争に任せていけば、
企業は生産性を高めて、ま
た結果的に最も効率的な社
会が出来上がるという考え
方が、特に小泉政権の頃か
らしきりに広がってきまし
た。
　ですから、新自由主義な
んて言葉がよく使われたの
は2000年代の最初の頃でし
たけれども、それから20年
以上が経ち、今は世の中と
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いうのがもうその新自由主義に完全に染まってしま
ったわけです。要するに、市場原理にすべてを委ね
る。そして失敗した人は、それは全部自己責任。公
的な補助とかそういうものは一切しない。もう勝手
にやって、だから格差も広がるに任せている。
　これによって、特に利益を得ているのがグローバ
ル企業ですけれども、このグローバル企業の拠って
立つ新自由主義が世界中に広がってきた。だから、
貧しい人はもっと貧しくなる。そういう中で本来は
これをどうにか是正しなきゃいけない。もっと民主
的な平等に近づける努力をみんなしてしなきゃいけ
ないところに、企業はもうかるからそれはやめたく
ない。その代わりこういう LGBT に配慮すること
で、つまり優しい会社なんだと、弱者に対する配慮
が利く会社なんだというイメージアップをするとい
う。
　だから本来 LGBT への人権ももちろん大事だけ
れども、そうではない、もっともっとたくさんいる
人たちがあまりにも非人間的に扱われている社会を
是正しなきゃいけないという本筋をあえて外して、
そうではない、ごく一部の人だけを優遇することに
よってごまかすという、こういう世の中が今つくら
れつつある。これを日本語で「意識高い系資本主
義」、英語だと「ウォーク（WOKE）資本主義」と
いいます。「WOKE」というのは、「WAKEUP」の

「WAKE」の過去形、過去分詞ですかね、要するに
目覚めた資本主義というんでしょうか。要するに、
何もかも見せかけだということなんです。
　これに今の日本もまた突き進んでいて、問題なの
は、自民党の本質は保守ですから、そんなことは本
当はやりたくない。だけれども黙っているのはなぜ
か。アメリカに命令されているからです。アメリカ
がそう言うから、アメリカには逆らいたくない。ア
メリカに逆らえるのは統一教会ぐらいだということ
になってきてしまっている。
　もっと厄介なのは、野党やメディアがこれに完全
に乗ってしまっている。みんないいことをしている
つもりなんです。もちろん基本的にいいこともいっ
ぱいあるんだけれども、でもあえて本質には目を向
けない。
　だから極端な話、その最高裁決定のときにこんな
ことがありました。新聞はどこの新聞も１面から社

会面まで、社説ももうみんなこれで書き分けるぐら
い大きなニュースとして扱ったんですが、肝心なこ
とが何も書いてない。どういうことかと言うと、最
高裁大法廷というのは、15人いる最高裁の裁判官全
員で審議する法廷なんですが、その決定文の中に何
人かの裁判官が個別の意見を寄せていました。
　その中の１人がこんなことを書いていたんです。
この性同一性障害特例法の手術要件が合憲とされる
社会、つまり今までは確かに、他人の異性の性器を
無理やり見せつけられることのない自由が守られて
いた。つまり女風呂に男性器をつけた人間が入って
くるなんてことが、まぁないことはないですね。や
ってた人はいるでしょうけれども、基本的にそれは
やっちゃいけないという社会は確かに静謐な社会で
はあったろうと。だけれど、それはトランスジェン
ダーの人に対する抑圧の上に成り立っていたんだと。
　一方、この手術要件が違憲とされる社会、それは
まさに最高裁がこれからそうしたいと言っている社
会ですけれども、では、それに比べれば確かにかま
びすしい社会になるだろう。あっちこっちのトイレ
や女湯でトラブルが起こるだろうと、だけどそれは
全体の利益にとって望ましいことなんだと。早い話
がトランスジェンダーの利益のためなんだから女ど
もは黙ってろと、こういう話なんですね。むしろこ
れって究極の女性差別じゃないかと思いますけれど
も、それを最高裁の裁判官が書いてしまった。そし
て実際に書く書かないは別にして、この考え方が共
有されてない限りこの決定はあり得なかったはずな
んです。
　この話は、新聞を隅から隅まで読めばその判決の、
正確には判決じゃなくて決定っていうんですけど、
決定文の全文を載せている新聞のその裁判官の意見
のところを詳しく読めば出てきます。だけれども、
一般の記事の部分では全く触れられていない。そう
いう考え方が背景にあるんだということが全く分か
らないんです。
　私は、記者会見にも行ってみました。東京の裁判
所の中にある司法記者クラブで、その訴えていた申
立人の弁護士さんが記者会見をしていたので行った
んです。つまりこの人たちは、この判決を、判決と
いうか決定を歓迎したわけです。歓迎してる裁判官
たちがどう言ったか。今の意見を紹介しながら、こ
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れは素晴らしい意見だと私もそう思うと言うから、
私が手を挙げて「てことは、女は我慢しろというこ
とですか」って言ったら、「そうだ」と言ってまし
た。だけど、このやりとりも新聞には１行も載って
ません。テレビも全く触れていませんでした。
　これっておかしいだろうと、私は思っています。
まぁ SDGs の世の中ですから、それに逆らうような
考え方は統一教会呼ばわりされるようなところが今
はあります。もちろん統一教会じゃないけれども、
統一教会が言っていることの中にも世間の常識に照
らしておかしくないこともあるわけです。それでた
またま意見が一致したからといって、それで私が統
一教会だということにはもちろんならないはずなん
だけれども、この辺は私がもうこの仕事何年もやっ
ていますけれども、かつてない異常な事態だと思っ
てます。
　野党の皆さんやマスコミは、本当にいいことをし
ているつもりなんです。社会的に弱い立場の性的少
数者の味方をしているつもりなんだけど、でも単純
にこうやっていくと、そうではないところにものす
ごいしわ寄せが行くということにあえて目を瞑って
いるところがあると。でも、それもこれも結局やっ
ぱりこれは政府に対する忖度ではないけれども、ま
た別のグローバル資本に対する忖度なのかなという
ふうにも思います。ちょっとここら辺はまだはっき
りした答えが出ていません。
　私はその最高裁決定が絶対に間違っていると、今
ここで言うつもりはありません。内心でいろんなこ
とは考えてますけれども、まだそこまで言える段階
ではないし、ただ、これからもしおうちに帰ってそ
のときの新聞が残ってたら、ちょっと改めて読んで
いただいていろいろ考えてもらえればいいなという
ふうに思っています。
　時間が過ぎてしまいましたので、私からは以上で
す。あとは質疑の中でお話ししたいと思います。

（司会）

　斎藤さん、どうもありがとうございました。この
会場４時まで借りていますので、約20分ぐらい質疑
の時間があります。限られた時間ではありますが、
ご意見、ご質問等ある方はぜひ手を挙げていただい
て、お名前だけおっしゃっていただいて発言してく

ださい。お願いします。はい、ではどうぞ。

（会場）

　羽藤といいます。先ほど最後に言われたそのトラ
ンスジェンダーの問題なんですけど、そのトランス
ジェンダーの人たちが要するに人権が保障されて、
しかもその女性が、最後に言われた女性が差別され
ないというふうな方法って見つからないんでしょう
か。そういうのがもし何かあれば。
　丸く収めるというんではないんですが、トランス
ジェンダー、マイノリティの方たちの人権も保障さ
れて、女性も差別されないというか、そういう方法
とか見つからないんでしょうか。

（斎藤）

　それを見つけていかなければいけないと思ってま
すけれども、これは容易なことではないです。少な
くともこんなふうに、例えば日本ではこんな話が一
般の議論になるようになったのはここ数年のことで
すが、そんな簡単に見つかることはあり得ないと思
います。ですから、諸外国の例を大いに参考にして、
かつまた日本の場合は、諸外国というか主に欧米で
すけれども、欧米にはない温泉とか銭湯とかそうい
う独自の文化がありますから、そういうことまで視
野を広げながらやっていかなきゃいけない。
　ただ、今やられているのは非常におかしなことが
ありまして、完全に二択みたいになっているんです。
トランスジェンダーの人権か、女性の人権かみたい
になっていて、何もトランスジェンダーの人は手術
を受けなきゃいけないという決まりになっているわ
けじゃないんです。あくまでも戸籍を変更したいと
希望した場合にそれを受けなさいということだった
ので、これは戸籍を変更しなくてもいいということ
でもあるわけ。そこのところは何か全くごっちゃに
なってるということと、あと一方で女性の人権とい
うときに、確かに全体としてトランスジェンダーの
人の割合というのは非常に少ない。全体の１％もな
いと言われています。
　ですから、その裁判官なんかも書いているのは、
何か問題があったとしてもこれは極めてまれなこと
であると。まれならいいのかと私は思うんだけれど
も、まれなことだからまぁあまり考えなくていいん
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だみたいな言い方になってる。それはそうじゃない
だろうということと、実際にそういう人が、男性器
つけたまま入ってくる人がいるケースというのは、
確かにそれはそんなに多くはないだろう。だけど、
そういう人がいつ入ってくるかもわからないという
ふうに、ほとんどの女性が脅えなければならないと
いうことが、どうしてこんなに軽々しく簡単に扱わ
れてしまうのかなというふうに思います。
　だから、これは少しずつ段階を経なきゃいけない
のであって、例えば風呂については、それはよく温
泉に行くと家族風呂みたいなのがありますけれども
そういうものをもっと活用しろだとか、あるいはも
っと大元に立ち返って、トランスジェンダーに対す
る差別というものが、もっとなくなれば、何もあえ
て戸籍を変更する必要がなくなるというふうなとこ
ろからのアプローチも必要だし、単純にどうすれば
いいというよりは、いろんな方面からのアプローチ
が必要になると思うので、だからこそ時間をかけな
きゃいけないと思います。
　時間をかけなきゃいけないんだけれども、今度は
それをやってると、今のトランスジェンダーが苦し
むだろうというような話にすぐなってしまって、こ
れも何だか私に言わせると非常にこう不公平な気が
するんです。
　そのことだけはものすごく尊重されるんだけれど
も、例えばじゃあ沖縄で米軍基地があるせいで、も
うしょっちゅう物が落っこちてくる、女子高校生が
米兵に乱暴されてると、だから基地どうにかしてく
れと言っても、それはもう中国に対してここしかな
いんだからで済まされてしまう。辺野古にしても知
事が埋め立てを止めたら、そんなものは駄目だとい
うことで行政代執行だという話になってくる。
　何であちらはよくてこちらは駄目なのか。何かそ
このところの選別というか、そういうところに非常
に問題があると思うんです。だからそうじゃなくて、
もっとそこはフラットにどっちも大事なんだよとい
うところでやらないと、逆にこれは、今そうやって
マスコミが総出でトランスジェンダー万歳になって
ますけれども、いつかみんなが気がついたときに、
逆のそれこそバックラッシュが心配になるというふ
うに私は思ってます。
　だからそのマスコミに対しても野党に対しても、

極端な話、野党はこれによって一気に支持を失うん
じゃないかと、女性票がみんな離れちゃうんじゃな
いかというふうにも思う。だから慎重の上にも慎重
にやらなきゃいけない。そして目指すところは、ど
っちの人権も大切にするということです。どっちか
にするというふうに考えてはいけないということで
す。

（会場）

　今先生がおっしゃったようなことはマスコミがど
んどんやっていかないと、普通の人だったら考えよ
うがないんじゃないでしょうか。そういう意味でマ
スコミにどんどんやってほしいなと思います。あり
がとうございます。

（司会）

　ほかの方どうぞ。

（会場）

　岡林といいますが、私が今日来たのは、ジャニー
喜多川氏の問題で、どうしてマスコミがこの問題を
追及しなかったのかということが一番あって来たん
ですが、いわゆるマスコミも総ざんげでいろんな反
省文がずっと出されてました。その中であるマスコ
ミが「男色」、男の色と書いて、この問題を興味本
位に捉えてたと。だから、被害を受けた若者の心情
にまで至っていないという反省の文がありました。
　そうなるとじゃあこの数百人の、現在男性ですけ
れども、もし女性だったらどうなるかと、強姦罪、
レイプ事件であれば被害者が１人でも２人でも大き
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く騒ぎやせんか。だからまさにこの男の、ましてや
ゲイの問題として、その男性同士の性行は双方で同
意のもとにこういうことがあったとは全く考えられ
ないわけで、そういう少年や若者が犠牲になったと
いうことに対して、相手が女性であれば１人でも２
人でもすぐマスコミが取り上げて、私はこれらはも
う性加害者という表現ではなくて性犯罪者だという
表現をしないといけないのに、ジャニー喜多川の性
加害問題ということでマスコミは今でも言っている
と。
　なぜジャニー氏が刑務所に入らなかったのかと、
申告がなかったかとかあるいは警察はどう把握して
いた、情報は聞いておったと思いますので、そうい
ったことを含めて、全ての日本のそういう権力者が
この問題に目を閉じていた、口をつぐんでいたとい
うことに１つの象徴じゃないかなと。そんな利害関
係をもう大変嫌な問題として見てますんで、そこに
ついてちょっとメスを入れてもらいたいなと思いま
す。

（斎藤）

　私、この件について取材しているわけではないの
であまり話さなかったんですけれども、１つは、そ
のジャニーさん自身がもう亡くなってるってことで
すね。なのでやりにくいということが一番ですけれ
ども、私が非常に大きな問題だと思っているのは、
これ別に今分かったことじゃないわけです。
　古くは、まぁこれ業界的には、ジャニーズ事務所
ができた1950年代から有名だったと言われています
けれども、一般の目に触れるようになったのは、80
年代末にフォーリーブスの北公次さんが暴露本を出
したと。90年代になって週刊文春が連続してキャン
ペーンをやった。その後、文春は断続的に何度もや
ってますし、ほかの雑誌も１、２やってたところが
あるように記憶してます。
　ですから、別にそのときから実態が変わったわけ
ではない。本人が死んだということが一番大きいで
すけれども、今回決定的に違ったのは、今年の３月
頃にイギリスの BBC がドキュメンタリーを流した
ということ、それを受けて国連のビジネスと人権委
員会というところが勧告を出した。そしたら日本社
会が急に動いた。

　つまり国内のメディアがいくら頑張っても、その
ときは全部見逃されてきたわけです。だけど外圧が
あった。しかもこれも SDGs の流れの中で、要する
に世界のグローバルスタンダードとして攻撃された
ら、あっという間に手のひらを返した。ここのとこ
ろが私は決定的な問題だと思います。
　本来であれば、その北公次の暴露本、それから文
春の最初のキャンペーンのときにもっともっと動く
べきだった。だから文春はあるいはその北公次の本
を出した出版社は、ちゃんとやることをやったわけ
ですよね。だけど、ほかのマスコミがやらなかった。
また一般社会も、それを特に問題視しなかったと言
っていいかと思います。
　これが今女性がっていう話もありましたが、女性
であれば、あってもこれは韓国の芸能界で最近よく
言われてることですけれども、日本の芸能界だって
昔は暴力団との付き合いが当たり前であり、その女
性タレントがスポンサーだとか作詞家、作曲家のお
もちゃにされていたというのは、いわば常識として
あったわけです。だから、その時代にさかのぼって
批判、非難するということがどこまで妥当なのかと
いうことについては、私はちょっとすぐには答えき
れないところがあるんです。
　もちろんいけないこと、犯罪なんだけれども、そ
の頃はじゃあその人たちが告訴したかというとしな
かった。そのジャニーズの子たちも前は黙っちゃっ
てた。こうやって世界の潮流になったから訴え出る
ようになった。だから、それは卑怯じゃないかとい
うわけではない。そういう環境になったことはいい
ことなんだけれども、メディアが今やりにくいとい
うのは恐らくそこです。だから自分たち自身が黙っ
ていたくせに今さらたたけない、たたきにくいとい
うことが１つある。
　もっと厄介なのは、メディアが、テレビ局がその
ジャニーズタレントが人気があるからって使ってた。
その事務所にいろんな問題があるのを分かってて使
ってた。これももちろん問題なんだけども、それを
許していたのはスポンサーなわけですよね。スポン
サーたちが、今こういうふうな時代になってくると
また手のひらを返して、例えば経済同友会の新浪剛
史代表幹事、サントリーの社長ですが、この人なん
かがもう正義の味方面してものすごい威張ってるっ
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て。だけど、もともと使っていたのはあんたたちだ
ろうと私などは言いたい。
　だから今、そういういろんな立場というのが錯綜
している状況なんだと思うんです。これはどこかで、
しかしもうそういう話はいいと、とにかく悪いこと
なんだから今から全部、ゼロから仕切り直して、過
去にさかのぼって追及すべきはするというふうにや
っていくしか方法はないんだろうなと思っています。
　やっぱりその外圧がなければ全て何も動かないっ
ていうところが決定的な問題であって、そこんとこ
ろをメディアは本当は反省しなければいけない。だ
から NHK とか日本テレビが検証番組つくったりし
ていたみたいですけれども、あれもちょっと見てい
ると、その頃ジャニーズタレントを起用したプロデ
ューサーか何かが、「いや、ちょっと聞いてはいた
けど」って謝って済ましてるみたいな話ですから、
そうではなくて、どうしてそうだったかっていうの
を徹底的にやるべきだろう、検証すべきだろうと思
います。
　ただ、またそれでその頃の人たちが、今それで出
世してる人もいるでしょうけれども、過去にさかの
ぼってその罪を非難して、「じゃああんた今どっか
の局の専務になってるけど、それ全部くびね」とい
うふうにやることがいいのかどうなのか。それはや
っぱりキャンセル・カルチャーのたぐいになってし
まうんじゃないか、ということも怖れるんです。だ
から、ここは絶対悪だと言いつつも、そういうとこ
ろで慎重の上にも慎重を期さなきゃいけない案件だ
と私は思ってます。
　なんか歯切れが悪くて申し訳ないんですけれども、
やっぱりその当時は世の中全体がそうだったんだと
思うんですよね。だから戦時中の罪みたいなところ
もあって、なかなかちょっとひと口で言いにくいで
す。すみません。

（司会）

　もうお一人だけ。お二人いますか。困りましたね、
じゃあ極めて簡潔に、順番にどうぞ。回答はまとめ
てお願いします。

（会場）

　山村といいます。与党も野党も二元論で常に動い

ていて、マスコミもそれに翻弄されて二元論で動い
ていて、その元は全部経済と、それとその人が立場
が上になるとそんなところの根本的な日本人のアイ
デンティティの問題につながっていってるんじゃな
いかなと思うんですけど、その辺りはどうでしょう
か。

（司会）

　じゃあ前の方、引き続いて。

（会場）

　本日はありがとうございました。清野と申します。
斎藤さんにとって、現在忖度していないメディアが
あったら教えていただきたいです。

（司会）

　はい。では、斎藤さんお願いします。

（斎藤）

　日本人のアイデンティティかどうかってのは、ち
ょっと私はにわかには分かりにくいんですが、その
二元論になってしまってるというのはその通りだと
思います。
　このレジュメの中で、思いつくまま書いたんでき
ちんと話してませんけれども、どこかに「タコ壺
化」っていう話を書いていると思うんですが、要す
るに大分前から、安倍政権になってから特に甚だし
かったと思うんですけれどももう世の中は右と左し
かないと、右と左しかなくてメディアの世界もどっ
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ちかに所属していて横断的に話をできる人がいなく
なった。
　私自身もそれでずっと悩んできたんですけれども、
私最初にちょっと自己紹介しましたが、もともと産
経新聞系の新聞社にいました。鉄鋼担当ですから、
あまりそのイデオロギーがどうとかっていうことは
ないところ、関係なかったんですが、でも産経とい
うと右派の代表格みたいな新聞社です。その後も文
春にいたりプレジデントにいたり、要するに保守的
な媒体ばかりで育ったんです。
　ただその頃は、保守的といっても、要するにその
分鷹揚で何でもやれたところがありました。ところ
が小泉政権になった頃から急に変わるんですよね。
小泉政権になった頃から、新自由主義というのがど
んどん前面に出てくるんですけれども、その頃から
とにかく権力に逆らうやつは全部アカ、左翼という
ふうに決めつけられるようになってきた。
　私はフリーになってからも、何しろ文春育ちです
から、文春をホームグラウンドにしてたんですけど、
その頃からもうすっぱり縁を切られてしまいました。
だんだん小泉批判とか自民党批判をやればやるほど、
この文春はもちろんのこと中央公論とか日経とか読
売とか、保守と呼ばれてるような媒体からはどんど
ん距離を置かれるようになって、結局そのリベラル
系とか左派といわれているようなところ、岩波書店
の「世界」とか週刊金曜日とか、週刊誌でも週刊朝
日とかサンデー毎日とか「AERA」とか、そういう
ところでしか仕事ができなくなっていく。
　別にそういうところが嫌なわけではもちろんない
んだけれど、書き手としてはどっちでも書きたいん
です。むしろ一番嬉しいのは自分の考えとは若干違
う、だから私はリベラルか保守かと言われれば、基
本的にリベラルなほうだと思ってますけれども、む
しろ保守的な媒体でもって自分とは違う考え方の人
にでも分かってもらえるような原稿を書きたいし、
それで実際そういう反響があったら一番嬉しいんだ
けれども、そもそもそういう場がなくなってしまっ
た。
　以前だったら、対立する者同士が議論するような
対談企画というのもよくあったんですけれど、そう
いうものもなくなった。いろんな雑誌社からの対談
企画を受けると、もう大体同じような考え方の人同

士でなあなあの対談にしかならないようなことが増
えてきた。だから最近ここ何年か私は意識的に、例
えばその安倍応援団といわれた小川榮太郎さんとか、
あと月刊 Hanada の花田編集長とか、考え方は全然
違うけど話せば話せるような相手を選んで対談をし
たりするように心がけて来てるんですけれども、な
かなか話もかみ合うのは大変だし、読者も分かって
くれないと。
　むしろ日頃私の本を読んでくれているような読者
は、なんであんなやつと対談、話するんだと、花田
なんかと対談したら花田の存在を認めることになっ
ちゃうじゃないかと、こういう反響が多い。だけど
認めるも認めないも、その人たちは世間で一定の支
持を得ているわけだから、自分の考え方とは違うけ
ど、これは絶対悪だと決めつけるという姿勢は良く
ないんじゃないか。こちらがそうやれば向こうだっ
てそうなるし、ここら辺はやっぱり私一人じゃどう
にもならないんだけれども、みんながやっていくべ
きことだなというふうに思っています。
　それが日本人だからなのかどうなのかっていうの
は、必ずしもよく分からない。欧米でもやっぱり今
の時代は似たような傾向はあるやに聞いてますし、
ただその周りの目を意識しがちな日本人ということ
でいうと、もしかしたらよその国よりもそういう傾
向は甚だしいのかもしれません。
　その後のまだあまり忖度してないメディアはある
のかということですが、おべんちゃらを言うわけで
はないけれども、私は今はもしかしたら文藝春秋か
なと思っています。一時自分も干されたし、その頃
は文春ももうただのバカ右翼になったなと思ってた
んですけれども、これはだから、考え方とか思想と
いうよりは、例の文春砲で儲かっているから鷹揚に
なれるからということなのかもしれないんだけれど
も、例えばさっきのトランスジェンダーの問題は実
はものすごい書きにくいテーマなんです。はっきり
こう分かれちゃっている。
　それこそ Hanada だとか WiLL だとか産経だとか
はっきり色が付いた、はっきり右翼と色が付いたと
ころは、反トランスジェンダーでもうがちがちに固
まってるわけです。逆にリベラルとされてるような
ところは、新聞でいったら朝日、毎日、東京新聞と
か、グローバルビジネスに近いといえば日経新聞だ
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とか、あと雑誌でいったら週刊朝日とか AERA と
かサンデー毎日とかそっちのほう、週刊金曜日はも
ちろんですね、そっちのほうはもうトランスジェン
ダー万歳になっている。
　そういう中で、私みたいにもともとリベラルサイ
ドにいる人間が、でもなんか保守に近いようなこと
を主張するという媒体が、やろうと思ったけど全然
見つからなかった。結局まわり回って今の編集長に
紹介してくれた人がいて、結局文春に戻った。だか
ら私個人的には二十何年かぶりに文藝春秋で原稿を
書いたんですが、これ８月号の文藝春秋に載ってて、
今も電子版で連載をしてるんですけれども、そうい
うことができるのはやっぱり、何だか悔しいけれど
文藝春秋かなというふうに思います。
　これはその文春の人が賢いからとか立派だからと
いうよりは、余裕なんだと思うんですよね。以前の
日本のマスコミというのは、かなり余裕があったん
だなと思います。やっぱり「貧すれば鈍する」とい
うのが、これほど似合う状況も今ない。とにかくで
きるだけ取材費を使わなくて、自分から目に見えて
いる読者だけを相手にして、狭い商売をするのが今
のマスコミになってる。
　だから忖度にしても、思想というよりは、要する
に貧乏だからそうなっちゃったっていう話ですかね。
だから皆さんにはできるだけやっぱり新聞や雑誌も
買ってあげてほしいし、見ればくだらないのが多い
んだけれども、でもたまに頑張ってるのもいるので、
そういうのを見つけることも楽しみにしてもらいた
いと思います。

（司会）

　ありがとうございました。時間になりましたので、
斎藤さんからのお話は以上にしたいと思います。２
時間ほんとにありがとうございました。全体の拍手
でお礼に代えたいと思います。よろしくお願いしま
す。
　最後に閉会の挨拶を、当センター理事長の東森の
ほうからひと言ご挨拶を申し上げたいと思いますの
でお願いします。

（東森理事長）

　本日はお忙しい中、皆様お集まりいただきまして

誠にありがとうございます。私は、公益社団法人高
知県自治研究センターの理事長を務めさせていただ
いております東森歩と申します。改めまして本日は
ありがとうございました。
　また斎藤先生、お忙しい中、東京から駆けつけて
いただきまして誠にありがとうございました。締め
の挨拶をということでございますが、非常にコメン
トがなかなか難しいところでございますけども、私
どもの団体は、こういった「日本の等身大の姿を見
つめる」というセミナーを連続で開催しながらも、
現状の高知県内での諸課題はどうなのかということ
を、今ご参加いただいた方の視点を通して改めて足
元の諸課題について考えていただく、そういったき
っかけになればと考えております。
　今日のセミナーとは別の視点になりますけども、
私ども団体におきましては今、公共交通機関のあり
方であったりだとか、高知県内の中山間地域の経済
の活性化やその存続について考えるようなセミナー
やシンポジウムも開催を予定しております。
　今日はマスメディアという大きな視点から、皆さ
んに話題提供をさせていただきましたけれども、間
もなく11月には知事選、高知市長選も県内では控え
ておりますので、こういった機会を通しまして身の
回りの社会がどうあればいいのか、また次なる若者
がこの社会を担う人材になっていくわけなんですけ
れども、そういった若者に社会を引き継ぐにあたり
まして、今のような世の中でいいのかどうかという
ことを、皆様個々それぞれが考えるきっかけに今日
の内容がなればと考えております。
　私ももし質問ができることであれば、そんな社会
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でありながら、斎藤先生にメディアをどういうふう
に見分けていけばいいのか、あるいは情報をどうい
うふうに判断して受けとめていいのかということを
お尋ねしたかったんですけども、それはこの後、私
も自問自答しながらたくさんある情報に触れてまい
りたいと思います。
　いずれにしましても、本日は日曜日の午後、お忙
しい中お集まりをいただきましてありがとうござい
ます。改めてお礼を申し上げますとともに、また今
後も公益社団法人高知県自治研究センターの取り組
みにぜひご注目をいただけましたら幸いに思います。
本日は誠にありがとうございました。

（司会）

　ありがとうございました。それでは以上で、本日
のセミナー終了いたします。大変ありがとうござい
ました。




